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白岡市総合運動公園 

白岡市勤労者体育センター・白岡市市民テニスコート 

指定管理者募集要項 
 

 白岡市総合運動公園、白岡市勤労者体育センター・白岡市市民テニスコート（以下「総合運動

公園等」という。）は、市民の生涯スポーツ振興を通して、市民の福祉の増進及び青少年の健全育成

を図ることを目的とした施設です。 

多様化する住民ニーズに対し、民間の多様な活力や柔軟な発想を生かし、より効果的、効率的な運

営により、住民サービスの向上と経費の縮減を図ることを目的に指定管理者制度を導入します。 

ついては、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２４４条の２第３項、白

岡市都市公園条例（平成２５年白岡市条例第１０号。以下「都市公園条例」という。）第３５条、白岡

市勤労者体育センター条例（平成元年白岡町条例第５号。以下「勤労者体育センター条例」という。）

第１７条及び白岡市市民テニスコート条例（平成元年白岡町条例第１９号。以下「市民テニスコート

条例」という。）第１４条の規定に基づき、総合運動公園等の指定管理者を募集します。 

 

１ 施設の概要 

⑴ 白岡市総合運動公園  

住  所：白岡市千駄野 345  

面  積：12７,5８1㎡ 

施設内容：陸上競技場 トラック ４００ｍ×８レーン 

サッカーコート １０５ｍ×６８ｍ 天然芝 

野球場   両翼 ９１．４４ｍ 外野天然芝 

多目的広場 ソフトボール場 ２面 外野天然芝 

両翼 ６８．５８ｍ 

テニスコート 砂入り人工芝 ５面 ナイター有り 

クレイ    ３面 ナイター有り 

サブグラウンド ４０ｍ×５０ｍ １面 

ジョギングコース １周 １，１００ｍ 

管理棟 １棟 ６０５．３３㎡ 

備品倉庫 １棟 

公衆便所 ５箇所 

あずまや ６箇所 

⑵ 白岡市勤労者体育センター・白岡市市民テニスコート 

 住  所：白岡市新白岡３丁目２００番２ 

 面  積：全体 １３，０１５㎡ 

勤労者体育センター ４，１０４㎡ 

市民テニスコート ３，４４０㎡ 

施設内容：アリーナ（体育館）９１７．２８㎡  

ミーティングルーム兼軽体育室 ８３．８０㎡ 

談話ホール ３５．１０㎡ 
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事務室 ２９．４０㎡ 

更衣室（男女・シャワー設備有） 

砂入り人工芝テニスコート ５面（照明設備有） 

 

２ 管理の基準 

  指定管理者は次に掲げる基準により適正な管理運営を行うこと。 

⑴ 関係法令、条例等の規定を遵守すること。 

 ⑵ 公の施設であることを常に念頭に置き、施設の利用について公平性を確保すること。  

⑶ 施設、設備及び備品等の維持管理を適切に行うこと。 

⑷ 効率的な施設の管理運営を行い、経費の縮減に努めること。 

⑸ 業務に関し取得した利用者等の個人情報は、適切に取り扱うこと。 

⑹ 利用者の意見を把握し、サービスの向上に努めること。 

⑺ 衛生及び安全等の管理基準を遵守し、衛生、安全管理に努めること。 

⑻ 利用料金 

  ア 総合運動公園等の有効な活用及び適正な運営等の観点から、法第２４４条の２第８項の規定

により、使用に係る料金（以下「利用料金」という。）を当該指定管理者の収入とする。 

 イ 利用料金については、都市公園条例第２２条、勤労者体育センター条例第１４条及び市民テ

ニスコート条例第１１条に定める使用料を限度として、市長の承認を得て指定管理者が定める

ことができる。 

 ウ 市が減免規定及び運用基準に基づき、使用料を減免している場合は、指定管理者においても、

この規定等を遵守するものとする。 

⑼ 省エネルギーに努め、廃棄物の発生を抑制するなど環境に配慮した管理を行うこと。 

⑽ 業務の一括委託の禁止 

   指定管理者は、管理に係る業務を一括して第三者へ委託することはできない。ただし、清掃や

警備といった個々の具体的業務を委託することは差し支えない。 

⑾ 白岡市総合運動公園及び白岡市勤労者体育センターは指定緊急避難場所に指定されているため、

非常災害時に市が利用する場合には協力すること。 

⑿ その他 

   その他管理の基準に関する事項は、別途、市と指定管理者の間で締結する協定において定める

ものとする。 

 

３ 指定管理者の業務 

⑴ 施設等の管理に関する業務 

  ア 施設等の維持管理に関する業務 

  イ 施設等の清掃、除草、植裁及び樹木等の管理に関する業務 

ウ 設備等の保守点検に関する業務 

  エ 設備等の運転及び操作に関する業務 

  オ 施設に付属する駐車場等の管理に関する業務 

カ その他、管理に関する必要な業務 

⑵ 施設等の運営に関する業務 
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  ア 施設の利用許可等に関する業務 

  イ 利用料金の収受に関する業務 

  ウ 施設の利用促進に関する業務 

  エ 企画及び広報に関する業務 

  オ その他運営に関し必要な業務 

   ・防災、事故等に関する業務 

   ・施設の利用に係る相談等に関する業務 

   ・スポーツ教室等の業務 

   ・事業計画、収支予算、事業報告等の作成業務 

   ・市等関係機関との連絡調整 

   ・指定期間終了時の引継業務 

 

４ 指定期間 

  令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで（５年間） 

この期間は、議会の議決を経て確定します。また、管理を継続することが適当でないと認められ

る場合は、指定を取り消す場合があります。 

 

５ 応募資格 

⑴ 法第２４４条の２第３項の規定による法人その他の団体（以下「法人等」という。）であるこ

と。なお、法人格の有無は問わないが、個人での応募は不可とする。 

⑵ 埼玉県内に事業所及び営業所などを置いている法人等であること。 

⑶ 運動公園等に関する管理運営等の業務実績を有する法人等であること。 

⑷ 業務を円滑に遂行できるノウハウを有し、安定的かつ健全な財政能力を有する法人等であるこ

と。 

⑸ 法人等又はその役員等が次に掲げる事項に該当する場合は、応募できません。 

ア 法第２４４条の２第１１項の規定により、法人等の責めに帰すべき事由により指定管理者の

指定を取り消された日から２年を経過していない者 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定により、当市における

一般競争入札等の参加を制限されている者  

ウ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）による

手続きを行っている者 

エ 租税公課を滞納している者 

オ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に

規定する暴力団及びその利益となる活動を行う者 

カ 宗教活動又は政治活動を主たる目的としている者 

キ 成年被後見人又は被保佐人 

ク 禁固以上の刑に処せられ、その執行が終了していない者 

 ⑹ 複数の法人等がグループを構成して応募する場合（以下「グループ応募」という。）は代表の

法人等を定めること。この場合、代表の法人等は、グループにおける責任割合が最大であること。 

 ⑺ 単独で応募した法人等は、グループ応募の構成員になること及びグループ応募の構成員である
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法人等が他のグループ応募の構成員となることはできない。 

 ⑻ 消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度）において、利用料金等の収受に際し、登録

番号、適用税率、消費税額等を記載した適格請求書（インボイス）の交付が想定されるため、イ

ンボイスの事業者登録をはじめ、必要な対応を行うこと。 

 

６ 申請の際に提出すべき書類 

＊必要に応じて追加資料の提出を依頼することがあります。 

 

（３）提出部数 

書類正本１部、電子データを提出してください。ただし、（１） ①指定管理者指定申請書（様

式１）、②誓約書（様式２）、③定款若しくは寄附行為及び登記事項証明書又はこれらに準ずる

書類、⑨前年の納税証明書は、正本１部のみで結構です。 

提出書類 
正

本 

副

本 
様式 

（１）指定管理者の指定申請関係書類    

 ①指定管理者指定申請書 ○  様式１ 

②誓約書 ○  様式２ 

③法人の定款若しくは寄附行為及び登記事項証明書又はこれらに準ず

る書類（申請日前３か月以内に取得したもの） 
○  

任意様式・各種証

明書 

④法人等の過去３か年の事業報告書、収支計算書、正味財産増減計画

書、貸借対照表、財産の目録又はこれらに準ずる書類 
○ ○ 任意様式 

⑤法人等の事業計画書及び収支予算書又はこれらに準ずる書類（直近

１年分） 
○ ○ 任意様式 

⑥法人等の組織及び運営に関する事項を記載した書類（就業規則、経

理規程、給与規程、その他法人等の諸規程類） 
○ ○ 任意様式 

⑦当該法人等概要を記載した書類 ○ ○ 様式３ 

⑧法人等役員名簿 ○ ○ 様式４ 

⑨前年の納税証明書（法人税、消費税、地方消費税、県税及び市町村

税）又は納税義務がない旨及びその理由を記載した書類 
○  各種証明書 

（２）施設管理運営に関する書類    

 ①総合運動公園等の管理業務に関する事業計画書 ○ ○ 様式５ 

②自主事業計画書 ○ ○ 様式６ 

③収支予算書（総括表） ○ ○ 様式７ 

④収支予算書（年度別） ○ ○ 様式８ 
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７ 申請書等提出方法 

⑴ 提 出 先    白岡市生活経済部文化・スポーツ振興課 

⑵ 提出期間  令和７年８月１９日（火）から９月１６日（火）まで               

（午前８時３０分から午後５時まで） 

⑶ 提出方法  申請書は、持参してください。 

  ＊ 申請書の提出方法、提出先、提出期限などが守られなかった場合は、受け付けません。 

 

 

８ 申請に際しての留意事項 

⑴ 申請に要する経費は、すべて申請者の負担とします。 

⑵ 申請書類は、理由のいかんにかかわらず返還しません。 

⑶ 申請書類は、指定管理候補者の選定以外の用途には使用しません。 

⑷ 申請書類は、必要に応じ複写します。（選定委員会での検討に限り使用します。） 

⑸ 申請書類は、情報公開の請求により開示することがあります。ただし、非公開とすべき 

個人情報等を除きます。 

 ⑹ 申請書類等の著作権は、申請者に帰属します。市は、指定管理者の決定の公表上必要な場合は、

申請書類内容を無償で使用できるものとします。 

⑺ 受付期間終了後における申請書類の再提出又は差替えは、原則として認めません。 

⑻ 事業計画書等の提出後に辞退する場合は、辞退届（様式１１）を提出してください。 

⑼ 申請書類に虚偽の内容が記載されている場合は、失格とします。 

⑽ 応募１法人等又は１グループにつき、申請は１件とします。 

⑾ グループ応募の場合には、共同事業体協定書兼委任状（様式９）及び共同事業体内業務分担表 

（様式１０）を添付し、構成員ごとに「６ 申請の際に提出すべき書類」の②～⑨の書類を作成し

てください。 

 

９ 質問事項の受付 

  募集要項の内容等に関する質問を次のとおり白岡市生活経済部文化・スポーツ振興課にて受け付

けます。 

⑴  受付期間  令和７年８月１９日（火）午前９時から 

令和７年９月９日（火）午後５時まで 

⑵  受付方法  質問書（様式１２）に記入の上、ＦＡＸ又はE-mailで提出してください。 

回答はＦＡＸ又はE-mailで行います。 

ＦＡＸ ０４８０－３１－６５２６ 

E-mail bunkasports@city.shiraoka.lg.jp 

 

1０ 説明会の開催   

募集要項に関する説明及び現場の状況等についての説明会を、次のとおり開催します。応募を予

定している法人等については、あらかじめ申し込みの上、できる限り参加してください。 

⑴  開催日時  令和７年８月２６日（火） 午後２時から 

⑵  開催場所  白岡市Ｂ＆Ｇ海洋センター２階 会議室 
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⑶  申込方法  説明会参加申込書（様式１３）に記入の上、令和７年８月２２日（金） 

午後５時までにＦＡＸ又はE-mailで申し込みください（１法人等２名 

まで）。 

 

11 選定方法 

  指定管理者の候補者は、都市公園条例第３８条、勤労者体育センター条例第２０条及び市民テニ

スコート条例第１７条の指定基準により選定します。 

 申請者から提出された事業計画書等は、選定基準に基づき、指定管理者選定委員会（以下「選定 

委員会」という。）において審査を行い、最も適当と認めるものを指定管理者の候補者として選定 

します。 

⑴ 審査 

ア １次審査 

  申請書類による応募資格や事業計画等について、書類審査を行います。 

イ ２次審査 

申請書類の内容について聴き取りを行います。 

選考委員に対し、応募書類に基づいたプレゼンテーションと質疑応答をしていただきます。 

    開催日時 令和７年１０月１日 

⑵ 選定基準（都市公園条例第３８条、勤労者体育センター条例第２０条及び市民テニスコート条

例第１７条）及び配点 

   指定管理者を選定する際の選定基準及び配点は次のとおりです。（満点１５０点） 

   なお、指定管理者の選定基準は、５名の選定委員の平均点が１０５点以上であることを基準と

し、それを下回る場合は、失格とします。 

  ア 総合運動公園等の管理を適正に実施できる見込みがあること。（５０点） 

   (ア) 施設の設置目的を理解し、管理運営方針は適切か。 

   (イ) 維持管理は効果的かつ効率的に計画されているか。 

   (ウ) 施設管理は適切か。 

   (エ) 外部委託は適切か。 

   (オ) 環境を配慮した施設管理は適切か（省エネルギー等）。 

   (カ) 関係法令、条例、規則等の遵守は適切か。 

   (キ) 利用者の安全確保が適切に図られる計画となっているか。 

   (ク) 危機管理対策及び自然災害、突発的な事故等に対する管理対策適切か。 

   (ケ) 地域経済に対する貢献が図られているか。 

  イ 総合運動公園等の利用者の平等な利用が確保されること。（１０点） 

   (ア) 住民の平等な利用が図られる内容になっているか。 

   (イ) トラブルや苦情処理の対応は適切か。 

  ウ 総合運動公園等の効用を最大限に発揮させるとともに、管理に係る経費の縮減が図られること。 

（６０点） 

   (ア) 利用時間・休館日は適切か。 

   (イ) 利用料金及び利用料金の減免は適切か。 

   (ウ) 広報計画の内容は適切か。 
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   (エ) 利用拡大の取り組みは適切か。 

   (オ) サービスの向上のための取り組み内容は適切か。 

   (カ) 自主事業の提案は、住民サービスの向上を図るものか。 

 (キ) 適正な経費縮減により、市負担額の縮減となっているか。 

   (ク) 施設を効果的に活用して収入増を図り、管理経費全体の節減を図る計画となっているか。 

   (ケ) 収入・支出の積算が妥当であり、事業計画との整合性は図られているか。 

  エ 総合運動公園等の管理を安定して行う物的能力及び人的能力を有していること。（２５点） 

   (ア)  職員体制は十分か。 

   (イ)  職員採用、確保の方策は適切か。 

   (ウ)  職員の指導育成、研修体制は十分か。 

   (エ)  法人等の財務状況は健全か。 

   (オ)  実績からして、良好に管理運営できる可能性はどうか。 

  オ 指定管理業務を通じて取得した個人に関する情報の適正な取扱いが確保できること。（５点） 

    個人情報保護及び情報公開の対応は適切か。 

    

  カ その他、施設の管理運営が総合運動公園等の性質又は目的に合致していること。  

 

12 指定等のスケジュール 

⑴ 指定管理者の募集期間  令和７年８月１９日（火）～９月１６日（火） 

⑵ 施設説明会       令和７年８月２６日（火） 

⑶ 質問事項等の受付期間  令和７年８月１９日（火）～９月９日（火） 

⑷ 申請書提出期間     令和７年８月１９日（火）～９月１６日（火） 

⑸ １次審査（書類審査）  令和７年９月下旬 

⑹ ２次審査（ヒアリング） 令和７年１０月１日 

⑺ 指定管理者候補者の決定 令和７年１０月中旬 

⑻ 議会の議決       令和７年１２月中旬 

⑼ 指定管理者指定の告示  議会の議決後 

⑽ 協定の締結、平行運営及び業務引継 令和８年１月～３月 

⑾ 指定管理業務の開始   令和８年４月１日（水） 

 

13 経費に関する事項 

⑴ 指定管理料 

指定管理業務に要する経費については、応募時に提案された指定管理者の収支予算書に基づき

協議の上算定した額を、予算の範囲内において指定管理料として支払うものとします。 

なお、指定管理料は応募時に提案された指定管理者の収支予算書の金額を上限とします。 

また、指定管理料の上限額は５カ年で３５９，９２５，０００円（消費税及び地方消費税を含

む）としますので、それを超えない範囲の金額で提案をお願いいたします。 

   指定管理料の支払いは、会計年度（４月１日から翌年３月３１日まで）ごとに行い、支払時期

や方法は協定にて定めます。 
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指定管理業務を適切に実施する中で、利用料金収入の増加や経費の節減など、指定管理者の経

営努力により生み出された各年度の余剰金については、原則として精算による返還を求めません。  

また、利用料金収入の減少など、指定管理者の運営に起因する不足額が生じた場合は、原則と

して補てんは行いません。 

⑵ 管理口座 

   指定管理業務に係る経費及び収入は、法人等自体の口座とは別の口座で管理してください。 

⑶ 水道光熱費等 

   指定管理料の算出にあたっては、施設の水道光熱費等（電気料、電話料、水道料及び燃料費）

も含めた金額で算出してください。 

    ただし、白岡市総合運動公園の電気料は市で支払いを行いますので、除外してください。 

 

  ⑷ 修繕費及び備品費 

修繕費及び備品費の基準額の合計額は各年度３５０万円（内訳は修繕費３２０万円、備品費３

０万円。）とし、予算に過不足が生じた場合は、年度末に精算を行います。（各年度の修繕費及

び備品費の予算は年度ごとに協議で定めるが、収支計画書には基準額の合計額の３５０万円を記

載すること。） 

修繕については、１件当たり１００万円未満（消費税及び地方消費税を含む。）のものは指定

管理者が行い、１００万円以上のものは市で行うこととします。備品の購入又は調達は、１件当

たり３０万円未満（消費税及び地方消費税を含む。）のものに限るものとします。 

また、各年度の予算を超えて修繕又は備品購入を行う必要があると市が判断した場合は、市が

行うことがあります。 

 

 ⑸ 使用料及び賃借料 

総合運動公園用地の土地借上料については、市で支払いを行いますので、除外してください。

歳出一覧表に記載された使用料及び賃借料には、土地借上料が含まれております。 

各年度における土地借上料は以下のとおりです。（土地借上料は非課税） 

Ｒ２：１，２７９，１８３円 

Ｒ３：１，２７２，０３０円 

Ｒ４：１，２７２，０３０円 

Ｒ５：１，２７２，０３０円 

Ｒ６：１，２６７，２６５円 
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14 市と指定管理者のリスク分担 

市と指定管理者のリスク分担は、次の表のとおりとします。ただし、この表に定めのない事項に

ついては、市と指定管理者が協議の上、協定書においてリスク分担を決定します。 

 

※ ◎：主たる責任  ○：事案によって責任を負うもの 

項      目 
負担者 

市 指定管理者 

備   品 
修繕、更新 〇 ◎ 

新規購入 ○ ◎ 

消耗品 新規購入  ◎ 

施設・設備の損傷 

経年劣化によるもの（１００万円未満のもの）  ◎ 

経年劣化によるもの（その他） ◎  

第三者行為から生じたもので相手方が特定できな

いもの（１００万円未満のもの） 
 ◎ 

第三者行為から生じたもので相手方が特定できな

いもの（その他） 
◎  

樹木管理 
中低木の剪定、倒木、枯損木の処理等  ◎ 

高木の剪定、倒木、枯損木の処理等 ◎  

物価・金利変動 
物価若しくは金利の変動に伴う経費の増加又は収

入の減少 
〇 ◎ 

公共インフラ料 

金の変動 

公共インフラ料金（灯油・水道）について、基本

協定締結時に予想することのできなかった継続的

かつ大幅な減収 

協議事項 

法令等の変更による対応 協議事項 

事故・災害等による施設等の修繕 協議事項 

施設利用者の被災に対する責任 協議事項 

セキュリティ（警備不備による犯罪の発生等）  ◎ 

包括的な管理責任  ◎ 

施設の火災保険加入 ◎  

利用者に係る保険の加入 ○ ◎ 

債務不履行 
市の協定内容の不履行 ◎  

指定管理者による業務及び協定内容の不履行  ◎ 

運営リスク 

管理上の瑕疵による臨時休館等に伴う運営リスク  ◎ 

施設・設備の不備や火災等の事故による臨時休館

等に伴う運営リスク 
協議事項 

事業終了時の費用（指定管理業務期間が満了した場合等における事業

者の撤収費用） 

 
◎ 
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  ※ 指定管理者の故意、過失、協定書に定められた管理を怠ったことによる毀損、滅失は、金額

の多寡に関わらず指定管理者が購入、修繕等を行う。 

  ※ 備品の更新及び新規購入については、市と指定管理者が協議して決定する。 

15 留意事項 

⑴  指定管理者の候補者が議会の議決を得て、指定管理者として指定された後に、応募資格を満

たしていないことが判明した場合、又は財務状況の悪化等により事業の履行が確実でないと認

められる場合、若しくは社会的信用を著しく損なうなど指定管理者としてふさわしくないと認

められる場合は、指定管理者の指定を取り消し、又は業務の全部若しくは一部の停止を命じる

ことができるものとします。 

この場合において、総合運動公園等に係る管理運営の準備のために支出した費用については、

一切補償しません。 

⑵  指定管理者は、指定管理業務の継続が困難になった場合又はその恐れが生じた場合には、速

やかに市に報告しなければなりません。 

⑶  指定管理者の責めに帰すべき事由により、指定管理者による適正な施設管理が困難となった

場合又はその恐れがあると認められる場合には、市は指定管理者に対して改善勧告を行い、期

間を定めて改善策の提出及び実施を求めることができます。 

この場合において、指定管理者が当該期間内に改善することができなかった場合には、指定

管理者の指定を取り消すことができます。 

⑷  指定管理者が市の指示に従わない場合又は指定管理者の財務状況が著しく悪化するなど指定

管理業務の継続が困難と認められる場合には、指定管理者の指定を取り消すことができます。 

⑸  ⑶又は⑷により指定管理者の指定を取り消され、市に指定管理者の債務不履行による損害が

生じた場合には、指定を取り消された指定管理者は、市に生じた損害について賠償の責めを負

うこととなります。 

⑹  指定管理者の責めに帰することができない事由により指定管理業務の継続が困難となった場

合には、市と指定管理者は指定管理業務の可否について協議することとします。 

⑺  総合運動公園等の使用料について、条例変更に伴い変更となった場合の使用料収入の増減等

の影響については、年度協定で協議することとします。 

⑻  施設の修繕等に伴い、一定期間の使用中止となった場合の使用料収入の減少等の影響につい

ては、年度協定等で協議することとします。また、施設の閉鎖や一部仕様の変更等があった場

合も同様とします。 

⑼  白岡市勤労者体育センターについては、令和７年度にアリーナに空調設備設置工事を予定し

ており、令和８年度から稼働予定です。空調設備稼働に伴う電気料金の増額については、年度

協定で協議することとし、今回の公募においては見込む必要はありません。 

また、それに伴い使用料の改正が行われた場合も同様とします。 

 

16 協定の締結 

指定管理者の指定の後に、市と指定管理者は管理業務等に関し、都市公園等条例、勤労者体育セ

ンター条例及び市民テニスコート条例に基づき、指定期間中の管理業務に係る協定を締結します。 

なお、協定は、指定期間を通じて基本的な事項を定める「基本協定」と、年度ごとの事業実施に

係る事項を定める「年度協定」を締結するものとします。 
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⑴ 協定に盛り込む事項 

  ア 管理業務の実施内容に関する事項 

  イ 施設の利用料金の取扱いに関する事項 

  ウ 市が指定管理者に支払うべき費用に関する事項 

  エ 個人情報の保護に関する事項 

  オ 情報公開に関する事項 

  カ 事業計画及び事業報告に関する事項 

  キ 指定の取り消し及び業務の停止に関する事項 

  ク 指定の取り消し及び指定期間の満了により、指定管理者が変更になった場合の引継等に関す

る事項 

  ケ リスク分担及び損害賠償に関する事項 

  コ 指定管理者の分割、合併及び譲渡に関する事項 

 サ その他特に必要な事項 

 シ 指定管理者がグループ応募の場合 

・ 構成員による権利義務の譲渡等の制限に関する事項 

・ 代表法人等に係る倒産の場合など、指定管理者の指定の取り消しに関する事項 

・ 代表法人等、構成法人等の変更の禁止に関する事項 

・ 代表法人等の権限、構成員の相互間の責任分担に関する事項 

・ 構成員の脱退に対する措置に関する事項 

⑵ 協定締結の協議 

   協定の締結に際し、必要となる事項については、市と指定管理者が協議の上定めます。 

⑶ 協定が締結できない場合の措置 

   指定管理者が次に掲げる事項に該当する場合は、市はその指定を取り消し、又協定は締結しま

せん。 

  ア 正当な理由なくして協定の締結に応じない場合。 

  イ 経営状況の悪化等により、指定管理業務の履行が確実でないと認められる場合。 

  ウ 著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくないと認められる場合。 

⑷ 準備行為及び業務引継 

施設の管理運営を円滑に移行するために、協定締結後から令和８年３月までを並行運営期間と

し、令和８年４月１日から管理業務が行えるよう、事務や事業の準備行為及び業務引継ぎを順次行

うものとします。 

   なお、準備行為及び業務引継に係る費用については、すべて指定管理者の負担となります。 

 

1７ 指定期間満了・取消しによる引継ぎ 

指定期間満了により指定管理者が変更となる場合には、次期指定者の間で引継ぎを行います。 

施設・設備については原状回復を原則としますが、市と指定管理者の協議により、現状をもって

明け渡すことを可能とします。 

 

1８ 添付資料 

⑴  施設利用案内 
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⑵  年間利用者数一覧（過去５年間） 

⑶  歳出一覧表（過去５年間） 

 

1９ 問い合わせ先 

⑴  住 所  〒３４９－０２９２ 白岡市千駄野４３２番地 

⑵  担当課  白岡市生活経済部文化・スポーツ振興課スポーツ振興担当 

⑶  ＴＥＬ  ０４８０－３１－６２８１ 

⑷  ＦＡＸ  ０４８０－３１－６５２６ 

⑸  E-mail  bunkasports＠city.shiraoka.lg.jp     


